　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

新製品開発のための試験施工に係る公的施設提供の取扱要領

（土木新製品の試験施工場所提供制度）

　（目的）

第１条　この要領は、富山県土木部が所管する公的施設（以下、「公的施設」という。）を新製品開発のための試験施工場所として提供するために必要な事項を定め、もって富山県土木部が施行する各種事業（以下、「各種事業」という。）の効率的な運営の実現、工事のコスト縮減及びリサイクルの推進に有益な製品開発の促進を図るとともに、新製品開発意欲が高い県内企業への支援を目的とする。

（関係法令の適用）

第２条　新製品開発のために公的施設において試験施工を行おうとする企業（以下、「開発企業」という。）は、この要領に規定する手続きを実施するとともに、必要に応じて関係法令に規定する手続きを実施するものとする。

（対象開発企業）

第３条　対象開発企業は、建設関連企業にかかわらず、あらゆる業種にわたる富山県内企業（県内に本社、建設業法上の主たる営業所又は生産・研究の拠点的な事業所を有する企業）とする。

（対象新製品）

第４条　対象新製品は、各種事業の効率的な運営の実現、工事のコスト縮減及びリサイクルの推進に有益と見込まれるものとする。

２　これら製品は、通常必要とされる、品質・耐久性等を確保しているものとする。

（試験施工の場所として提供する公的施設と提供機関）

第５条　試験施工の場所として提供する公的施設と提供機関は、「別表１」のとおりとする。

（公的施設提供期間）

第６条　開発企業に公的施設を提供する期間は、第１４条の規定に基づき承認する期間とする。

（試験施工の実施主体と費用等）

第７条　試験施工の実施主体は開発企業であり、公的施設提供期間の初日から第１９条に規定する引渡日までの期間（以下、「開発企業管理期間」という。）における、試験施工に係る次の各号に定める費用は、すべて開発企業が負担するものとする。

　一　施工費用及び施工中の安全管理等の費用

二　調査観測費用及び調査観測中の安全管理等の費用

三　調査観測後の公的施設の復旧に要する費用

四　第１８条に規定する完了検査における検査又は復旧に要する費用

五　施工又は調査観測中に第三者に損害を与えた場合の補償に要する費用

六　事故・その他第三者により被害を受けた場合において、提供を受けた公的施設及び新製品の復旧に要する費用

七　試験施工に起因した公的施設及び新製品の不具合や機能低下に対する対応・処置に要する費用

八　試験施工に起因した公的施設及び新製品の不具合や機能低下により、第三者に損害を与えた場合の補償に要する費用

九　その他これらに準ずる費用

（調査観測後の公的施設の復旧の方法）

第８条　調査観測後の公的施設の復旧の方法は、新製品を一部若しくは全て残す方法又は全て原状に復旧する方法のいずれかとする。

（試験施工に係る公的施設提供に関する費用）

第９条　開発企業は、試験施工に係る公的施設の提供（以下、「公的施設提供」という。）を受けるにあたって、関係法令の規定に基づき必要となる費用を富山県に納入するものとする。

（事前協議書提出）

第１０条　開発企業は、試験施工に係る公的施設提供事前協議書（様式１、以下、「事前協議書」という。）を富山県土木部建設技術企画課長（以下、「課長」という。）に提出するものとする。

（検討委員会）

第１１条　事前協議書を受理した課長は、公的施設提供の可否を検討するため、別に定める検討委員会に諮るものとする。

　　なお、検討委員会では、試験施工に係る公的施設提供事前協議時のチェックリスト（様式５）を活用するものとする。

（事前協議結果通知）

第１２条　課長は、公的施設提供の可否を公的施設提供事前協議結果通知書（様式２）により、開発企業に通知するとともに、その写しを提供機関の長に通知するものとする。　

（公的施設提供申請）

第１３条　公的施設提供事前協議結果通知書により、公的施設提供可能の通知を受けた開発企業は、試験施工に係る公的施設提供申請書（様式３、以下「申請書」という。）を提供機関の長に提出するものとする。

（公的施設提供審査結果通知）

第１４条　申請書を受理した提供機関の長は、試験施工に係る公的施設提供時のチェックリスト（様式６）を参考にしながら、詳細な条件整備の確認等の最終審査を行い、公的施設提供の可否を判断し、公的施設提供審査結果通知書（様式４）により開発企業に通知するものとする。

（試験施工の状況報告）

第１５条　開発企業は、下記の各号の時点で、速やかに状況報告書（様式７）を提供機関の長に提出するものとする。

　　ただし、施工と調査観測を繰り返し実施する場合は、次の各号の時点毎に提出するものとする。

一　公的施設における施工を開始した時

二　公的施設における施工が完了した時

三　調査観測を開始した時

四　調査観測を修了した時

五　施工完了後不可視部となる施工内容について、提供機関の臨場確認が必要になった時

六　調査観測後の公的施設の復旧が完了した時

七　その他、提供機関が状況の報告を求めた時

（試験施工の掲示）

第１６条　試験施工を行う開発企業は、公的施設における施工の開始から公的施設復旧の完了までの間、一般公衆が見える位置に試験施工をしている旨の掲示を行うものとする。掲示サイズはＡ３横とし、試験施工内容、会社名、連絡先を表記するものとする。

ただし、現場条件等により、これによりがたい場合は、提供機関と開発企業が協議するものとする。

（臨場確認）

第１７条　開発企業から状況報告書の提出を受けた提供機関の長は、必要に応じ臨場確認を行うものとする。

（完了検査）

第１８条　公的施設復旧の完了を記述した状況報告書の提出を受けた提供機関の長は、１４日以内に提供した公的施設の復旧状況を検査の上、完了検査結果通知書（様式８）を開発企業に交付するものとする。この場合において、提供機関の長は、必要があると認められるときは、その理由を開発企業に通知して、提供施設を最小限度破壊して検査することができるものとする。

２　前項の検査において復旧状況に不備が認められた場合には、提供機関の長は速やかに開発企業に手直し若しくは原状復旧等を行わせるものとし、手直し若しくは原状復旧等ののち１４日以内に再復旧の検査をしたうえで完了検査結果通知書を交付するものとする。

（引　渡）

第１９条　完了検査結果通知書の交付を受けた開発企業は、提供機関の長に、引渡書（様式９）を提出するものとする。

（試験施工の中止）

第２０条　公的施設提供期間中において、次の各号に掲げる場合には、開発企業は試験施工を中止し、公的施設を原状に復旧しなければならない。

一　緊急に必要となった公的施設における工事・行事等により試験施工の継続が困難になった場合

二　製品の開発熟度又は開発企業の施工体制が不十分のため、試験施工の継続が不適切と提供機関の長が判断した場合

２　前項の規定により試験施工の中止が必要となった場合、提供機関の長は理由を添えて開発企業に通知するものとする。

３　前項において公的施設の原状復旧が困難な場合、開発企業は提供機関と協議の上、別の方法により復旧することができるものとする。

ただし、開発企業は試験施工の中止にかかる損害をいかなる原因者にも請求できないものとする。

（財　産）

第２１条　開発企業管理期間における新製品についての財産権は、開発企業に属する。

ただし、開発企業は、開発企業管理期間においても、提供機関や一般公衆等が通常行う公的施設及び新製品の管理や利用について、申請内容を超えて制限することはできないものとする。

ただし、開発企業管理期間以降、提供した公的施設の財産権は、残存している新製品を含めて、提供機関に属するものとする。

（提供機関の瑕疵担保請求）

第２２条　瑕疵担保期間内に試験施工が原因で、公的施設及び残存する新製品に不具合や機能低下が生じた場合は、提供機関は開発企業に対して修補請求若しくは損害賠償請求ができるものとする。

また、瑕疵担保期間内に試験施工が原因で、公的施設及び残存する新製品に不具合や機能低下が生じ、第三者に損害を与えた場合には、提供機関は開発企業に対して、その補償に要する費用を請求することができるものとする。

ただし、この瑕疵担保期間は、関係法令に規定する場合を除き、引渡し後２年とする。

（試験結果等の提出）

第２３条　開発企業は、試験施工により得られた結果を提供機関の長及び課長へ提出するものとする。

（その他）

第２４条　この取扱要領に定めのない事項等については、提供機関と開発企業が協議を行い処理していくものとする。

附則　

この要領は、平成17年4月1日から適用する。

この要領は、平成18年10月1日から適用する

別表１

試験施工場所として提供する公的施設と提供機関

	公的施設
	提供機関
	窓口

	有料道路
	道路課
	計画係長

	県が管理する流域下水道及び下水処理場
	都市計画課
	下水道班

（建設・管理担当）

	県が管理する都市公園

（県民公園新港の森を除く）
	都市計画課
	区画整理・公園係長

	県が管理する住宅
	建築住宅課
	住宅係長

	営繕課で建築・修繕している建築物や付属施設
	営繕課
	営繕第一係長

	県が管理している

・道路

・河川

・砂防施設

・急傾斜地対策施設

・地すべり防止施設

・港湾海岸と漁港海岸以外の海岸
	新川土木センター
	管理検査課長

	
	新川土木センター

入善土木事務所
	所長代理

	
	富山土木センター
	管理検査課長

	
	富山土木センター

立山土木事務所
	所長代理

	
	高岡土木センター
	管理検査課長

	
	高岡土木センター

氷見土木事務所
	所長代理

	
	高岡土木センター

小矢部土木事務所
	所長代理

	
	砺波土木センター
	管理検査課長

	県が管理するダム


	室牧ダム管理事務所
	所長代理

	
	上市川ダム管理事務所
	所長代理

	
	和田川ダム管理事務所
	所長代理

	
	利賀川ダム管理事務所
	所長代理

	
	白岩川ダム管理事務所
	所長代理

	
	子撫川統合ダム管理事務所
	所長代理

	
	境川ダム管理事務所
	所長代理

	県が管理する港湾施設及び港湾海岸
	伏木港事務所
	工務課長

	
	富山港事務所
	工務課長

	
	富山新港管理局
	工務課長

	県が管理する空港施設
	富山空港管理事務所
	業務課長


※　提供機関選定ルール

・試験施工可能な公的施設が複数の提供機関にある場合は、申請企業から最寄りの提供機関に申請するものとする。

・指定管理者が管理する県有施設の提供については、担当課が個別に判断するものとする。

様式１

試験施工に係る公的施設提供事前協議書

富山県土木部建設技術企画課長　殿

住　　　　所　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　株式会社○○○○

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役　社長　　○○

	
	内　　　　容
	備　　考

	１協議年月日
	平成　　年　　月　　日
	

	２試験施工の希望提供施設名称と住所
	
	図面添付

	３新製品名
	
	仮称でもよい

	４機能・効果
	
	詳細資料添付

	５試験施工の目的と新製品の内容（試験データー等）
	
	詳細資料添付

	６現地施工方法・

施工体制
	別紙
	図面添付

	７希望する現地施工期間
	平成　　年　　月　　日から

平成　　年　　月　　日まで
	○○日間としてもよい

	８調査観測方法・体制
	別紙
	必要に応じ図面添付

	９希望する試験観測期間
	平成　　年　　月　　日から

平成　　年　　月　　日まで
	○○日間としてもよい

	１０希望する公的施設復旧

の方法
	
	資料や図面添付

	１１希望する公的施設の

現地復旧期間
	平成　　年　　月　　日から

平成　　年　　月　　日まで
	○○日間としてもよい

	１２会社住所と電話番号
	住所

電話番号
	

	１３担当者職・氏名

（携帯電話番号）　
	
	


※３部提出するものとする。

様式２

○○年○○月○○日

公的施設提供事前協議結果通知書

株式会社○○○○

代表取締役　社長　　○○殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　富山県土木部建設技術企画課長
「新製品開発のための試験施工に係る公的施設提供の取扱要領」に基づき、平成○○年○○月○○日付けで事前協議のあった、新製品「○○」の試験施工に係る公的施設提供について、下記のとおり通知する。

記



条件または理由

1、 理由

2、 本手続きとは別に、○○法施行令○○条のほか、法令上必要な手続きをとること。

様式３

試験施工に係る公的施設提供申請書

提供機関の長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　株式会社○○○○

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役　社長　　○○

	
	内　　　　容
	備　　考

	１申請年月日
	平成　　年　　月　　日
	

	２試験施工の提供施設名称と住所
	
	図面添付

	３新製品名
	
	仮称でもよい

	４機能・効果
	
	

	５試験施工の目的と新製品の内容（試験データー等）
	
	詳細資料添付

	６現地施工方法・施工体制・不可視部の確認方法と時期
	別紙
	図面添付

	７現地施工期間
	平成　　年　　月　　日から

平成　　年　　月　　日まで
	

	８調査観測方法・体制
	別紙
	必要に応じ図面添付

	９試験観測期間
	平成　　年　　月　　日から

平成　　年　　月　　日まで
	

	１０公的施設復旧の方法
	
	資料・図面添付

	１１公的施設の

現地復旧期間　
	平成　　年　　月　　日から

平成　　年　　月　　日まで
	

	１２会社住所と電話番号
	住所

電話番号
	

	１３担当者職・氏名

（携帯電話番号）　
	
	


なお、「新製品開発のための試験施工に係る公的施設提供の取扱要領」第２２条に基づく引渡し後の修補請求や損害賠償請求に誠意を持って応じます。

　　　　　　　　　株式会社○○○○　代表取締役　社長　　○○○○　　印

様式４

番　　　　　　　号

○○年○○月○○日

公的施設提供審査結果通知書

株式会社○○○○

代表取締役　社長　　○○殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　提供機関の長

「新製品開発のための試験施工に係る公的施設提供の取扱要領」に基づき、平成○○年○○月○○日付けで申請のあった、○○市○○地先○○における新製品「○○」の試験施工に係る公的施設提供については、　　



ただし、試験施工に係る公的施設提供期間は平成17年○月○日から平成○年○月○日までとする。

記

理由または条件

理由

　　

条件

例　瑕疵担保期間　　○○年

新製品開発のための試験施工に係る公的施設提供事前協議書および申請書の

記入要領

１　２の試験施工の提供施設名称と住所について

　　　提供施設名称の例

　　　　・主要地方道富山魚津線　○○横断歩道橋　・一級河川いたち川　○○地区落差工・角川水系大谷川砂防第３堰堤など。

　　位置図および５００分の１程度の平面図を添付する。

　　平面図では、新製品を使用した試験施工の範囲を公的施設提供の範囲として赤で着色する。（交通誘導や施工機械ヤードとして必要な範囲は、公的施設提供の範囲としないが重車両等を使用する場合は、施工機械ヤードも提供範囲に含めるものとする）　　　　

２　４の機能・効果について

内容の欄には、文章で簡潔にまとめる。

　　詳細として別に資料を添付すること。

３　５の試験施工の目的と新製品の内容

　　試験施工検証する内容

　強度・耐久性等の品質データーや試験結果などの情報

　有害物質に関するデーター

　

４　６の現地施工方法・施工体制および不可視部の確認方法と時期について

　　施工方法や施工体制等について資料を添付することとする。

　　・施工方法

・新製品や周辺の養生の方法や養生期間

・安全員・安全施設の配置

· 施工を他社に依頼する場合には、その会社名・住所・電話番号・担当者名

· 施工により提供機関や一般公衆が利用の制限を受ける範囲や期間

· 工程表

· 不可視部の施工に関して、正当な施工であったことを後に説明できるよう、提供機関の臨場確認の時期や頻度または、写真撮影の頻度などについての記述

５　８の調査観測方法・体制について

調査観測方法や体制について資料を添付することとする。

・調査観測方法

・調査観測中の安全員・安全施設の配置

・調査観測を他社に依頼する場合には、その会社名・住所・電話番号・担当者名

・調査観測により提供機関や一般公衆が利用の制限を受ける範囲や期間

　　・工程表（６の現地施工のものと併せて記入してよい）

６　１０の公的施設復旧の方法について

　　調査観測後の公的施設の復旧の方法は、次のいずれかを記入し、復旧図面を添付する。

新製品を一部残す

新製品を全て残す

すべて原状に復旧する。

　　なお、必要に応じ６と同様の内容を記述した資料の添付をすることとする。

７　１１の公的施設現地復旧期間について

現地復旧期間最終日までには、復旧工事をすべて行い、復旧完了の状況報告書（様式７）を提出しなくてはならない。

（参考：検討委員会チェックリスト）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　様式５

試験施工に係る公的施設提供事前協議時のチェックリスト

	番号
	チェック項目
	チェック結果
	その他

	１
	土木部の各種事業に有益な新製品となるか
	YES
	NO
	

	２
	県内企業か
	YES
	NO
	

	３
	製品開発の熟度に見合った、試験施工実施箇所があるか
	YES
	NO
	

	４
	強度・耐久性等の品質が確認できる資料がそろっているか
	YES
	NO
	

	５
	試験施工による公的施設の利用の制限内容およびその期間が受忍の範囲か
	YES
	NO
	

	６
	占用手続きや道路使用許可・通行制限許可などの法令手続きの許可等が得られそうか
	YES
	NO
	

	７
	環境上問題はないか（土壌・振動・粉塵・騒音・水質等）
	YES
	NO
	

	８
	施工体制は整っているか

（施工に当たり、専門工事会社等への委託など、経験豊富な人材・機材が確保される見込みか）
	YES
	NO
	

	
	製品等工事施工者が営業停止中の建設業者等ではないか
	
	
	本申請時にチェック

	
	他の占用物等の確認を終え、危害が及ぼさないような施工方法がとられているか
	
	
	本申請時にチェック

	９
	第三者への安全対策がとれるか（施工及び調査期間）
	YES
	NO
	

	
	新製品以外に係る使用材料も含めて施工方法が適正か
	
	
	本申請時にチェック

	１０
	施工された新製品の活用の観点から、公的施設の復旧方法が適正か
	YES
	NO
	

	
	試験施工もしくは復旧工事における、不可視部を確認するための、対策として、写真撮影や臨場確認の方法に関して記述されているか
	
	
	本申請時にチェック

	
	地元へ工事説明をする必要があるか
	
	
	本申請時にチェック

	
	公的施設提供期間中に、管理者やその他による工事やイベントの計画がないか
	
	
	本申請時にチェック

	１１
	企業の倒産などにより、試験施工が途中となった場合に、復旧に係る経費が甚大ではないか
	YES
	NO
	

	１２
	設置財産の引取先が県以外の場合、引取先の見込みはあるか
	YES
	NO
	

	１３
	その他
	YES
	NO
	


· 試験施工実施箇所の目安

製品の開発熟度　　　　　　　　危険度　　　　　利用頻度　　　　通行量など

低　　　　　　　　　　　　低　　　　　　　　低　　　　　　　低

↓　　　　　　⇒　　　　　↓　　　　　　　　↓　　　　　　　↓

高　　　　　　　　　　　　高　　　　　　　　高　　　　　　　高
様式６

試験施工に係る公的施設提供時のチェックリスト

	番号
	チェック項目
	チェック結果
	その他

	１
	土木部の各種事業に有益な新製品となるか
	YES
	NO
	

	２
	県内企業か
	YES
	NO
	

	３
	製品開発の熟度に見合った、試験施工実施箇所となっているか
	YES
	NO
	

	４
	強度・耐久性等の品質が確認できる資料がそろっているか
	YES
	NO
	

	５
	試験施工による公的施設の利用の制限内容およびその期間が受忍の範囲か
	YES
	NO
	

	６
	占用手続きや道路使用許可・通行制限許可などの法令手続きがなされているかもしくは、許可等が得られそうか
	YES
	NO
	

	７
	環境上問題はないか（土壌・振動・粉塵・騒音・水質等）
	YES
	NO
	

	８
	施工体制は整っているか

（施工に当たり、専門工事会社等への委託など、経験豊富な人材・機材が確保されているか）
	YES
	NO
	

	９
	製品等工事施工者が営業停止中の建設業者等ではないか
	YES
	NO
	

	10
	他の占用物等の確認を終え、危害が及ぼさないような施工方法がとられているか
	YES
	NO
	

	11
	第三者への安全対策がとられているか（施工及び調査期間）
	YES
	NO
	

	12
	新製品以外に係る使用材料も含めて施工方法が適正か
	YES
	NO
	

	13
	申請企業への負担や施工された新製品の活用の観点から、公的施設の復旧方法が適正か
	YES
	NO
	

	14
	試験施工もしくは復旧工事における、不可視部を確認するための、対策として、写真撮影や臨場確認の方法に関して記述されているか
	YES
	NO
	

	15
	地元へ工事説明をする必要があるか
	YES
	ＮＯ
	

	16
	公的施設提供期間中に、管理者やその他による工事やイベントの計画がないか
	YES
	NO
	

	17
	企業の倒産などにより、試験施工が途中となった場合に、復旧に係る経費が甚大ではないか
	YES
	NO
	

	18
	設置財産の引取先が県以外の場合、引取先との協議が整っているか
	YES
	NO
	

	19
	その他
	YES
	NO
	


· 試験施工実施箇所の目安

製品の開発熟度　　　　　　　　危険度　　　　　利用頻度　　　　通行量など

低　　　　　　　　　　　　低　　　　　　　　低　　　　　　　低

↓　　　　　　⇒　　　　　↓　　　　　　　　↓　　　　　　　↓

高　　　　　　　　　　　　高　　　　　　　　高　　　　　　　高
様式７

○○年○○月○○日

状況報告書

提供機関の長

	株式会社○○○○

代表取締役　社長　　○○


「新製品開発のための試験施工に係る公的施設提供の取扱要領」に基づき、試験施工状況を報告します。

	
	内　　　　容
	備　　考

	１承認通知の番号と年月日
	番　　　　　号

平成　　年　　月　　日
	

	２公的施設提供期間
	平成　　年　　月　　日から

平成　　年　　月　　日まで
	

	３試験施工の提供施設名称と住所
	
	

	４新製品名
	
	

	５試験施工の状況
	１公的施設における施工を開始した

２公的施設におけるが完了した

３調査観測を開始した

４調査観測を修了した

５不可視部の臨場確認の段階になった

６調査観測後の公的施設の復旧が全て完了

７その他


	どれかに○

資料添付

使用材料証明書添付

施工中写真

現状写真添付



	６その他
	
	必要事項記入

	７会社住所と電話番号
	住所

電話番号
	

	８担当者職・氏名（携帯電話番号）　
	
	


様式８

番　　　　　　　号

○○年○○月○○日

完了検査結果通知書

株式会社○○○○

代表取締役　社長　　○○　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　提供機関の長

「新製品開発のための試験施工に係る公的施設提供の取扱要領」に基づき、○○市○○地先○○における新製品「○○」の試験施工に係る公的施設の復旧が完了したと認める。

様式９

引渡書

平成○○年○○月○○日

提供機関の長

	株式会社○○○○

代表取締役　社長　　○○


「新製品開発のための試験施工に係る公的施設提供の取扱要領」に基づき、提供を受けていた公的施設（及び新製品）を引き渡します。

	
	内　　　　容
	備　　考

	１承諾通知の番号と年月日
	番　　　　　号

平成　　年　　月　　日
	

	２公的施設提供期間
	平成　　年　　月　　日から

平成　　年　　月　　日まで
	

	３試験施工の提供施設名称と住所
	
	

	４新製品名
	
	

	５会社住所と電話番号
	住所

電話番号
	

	６担当者職・氏名

（携帯電話番号）　
	
	


承認する。


条件を付けて承認する。


下記の理由により、承認しない。








・提供可能と判断されるので、提供機関○○に申請してください。


・次の条件を附して提供可能と判断されるので、提供機関○○に申請してください。


・次の理由により、提供できないと判断されます。








